【コメント】　日本国憲法と全く逆の道─安倍・トランプ会談に抗議します
２０１７年２月18日　憲法改悪阻止各界連絡会（憲法会議）
１．「日米同盟第一」の立場の安倍晋三首相と「アメリカ第一」を掲げるトランプ大統領による日米首脳会談が、２月１０日行われました。一連の「声明」や「記者会見」などで日本と世界の平和と安全、経済と国民の暮らしにとって異常で危険な内容、安倍首相の究極ともいえる米国追随ぶりが明らかとなりました。
２．「核および通常戦力の双方によるあらゆる種類の米国の軍事力をつかった日本の防衛に対する米国のコミットメント」、「日本も積極的平和主義でより大きな役割を果たす」などと公然と宣言しています。
国連において核兵器禁止条約にむけた交渉会議が来月から開始され、いよいよ「核兵器違法化」が、長年の「戦争違法化」のうえに実現しようとしている最中、それに背く核兵器使用を容認し、核抑止力を誇示することなどもってのほかです。
両国の外務･防衛担当大臣による「2＋2」の開催、日米ガイドラインにもとづく日米同盟のいっそうの強化、「テロ集団との戦いのための協力の強化」として自衛隊のＩＳ掃討作戦への参加の道を開き、沖縄･辺野古新基地建設を唯一の解決策として推進、基地負担をさらに強化することなど多岐にわたる合意は、日本を「戦争する国」に改造することに対する国民の強い批判を全く無視したものです。
３．「経済関係の強化」「市場障壁の削減」などの合意にもとづき、米政権のＴＰＰ離脱後「日米二国間の枠組みに関して議論する」ことを決め、日本に限りない譲歩と不平等が求められようとしています。同時に行われた麻生副総理とペンス副大統領会談では「日米経済対話」が設置されました。アメリカの兵器を次々購入することまで約束しています。日本政府は日米会談に際し、日本の年金基金の活用を当て込み、「アメリカでの70万人の雇用創出」をはかる「日米成長雇用イニシアティブ」なる「貢物」の用意さえしました。「アメリカ第一」「国内雇用拡大」を主張するトランプ大統領の要求に媚びを売ることがもたらす日本の経済や国民の暮らしへの被害と影響の深刻さは計り知れません。
４．今回の日米首脳会談の合意は、日本国憲法の国民主権、恒久平和主義、基本的人権、議会制民主主義、地方自治という原則に反することは明らかです。極端なまでに進んだ安倍政権の対米追随の根本に日米安保条約があり、今や安保条約は日本国憲法と激しく衝突しています。
憲法会議は、広範な国民と共同して、日米合意と安倍首相のアメリカ言いなりに抗議するとともに、安保条約を廃棄し、施行70年となる日本国憲法を全面的に実現することを求めたたかう決意です。
憲法改悪阻止各界連絡会議（憲法会議）
〒101-0051　東京都千代田区神田神保町2-10　神保町マンション202

℡03-3261-9007　Fax03-3261-5453
メールアドレス：mail@kenpoukaigi.gr.jp
